
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 4,183,731

①生活インフラ・国土保全 7,907,232 (2) 長期未払金

②教育 4,430,078 ①物件の購入等

③福祉 2,269,102 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 203,134 ③その他

⑤産業振興 2,355,149 長期未払金計 0

⑥消防 296,629 (3) 退職手当引当金 669,110

⑦総務 1,196,269 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 18,657,593 固定負債合計 4,852,841

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 18,657,593 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 407,426

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 216,936 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 40,465

投資及び出資金計 216,936 流動負債合計 447,891

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 5,300,732

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 942,925

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 2,229,347

⑤退職手当組合積立金 7,209,870

基金等計 8,152,795 ２　公共資産等整備一般財源等 15,397,257

(4) 長期延滞債権 51,668

(5) 回収不能見込額 △ 15,639 ３　その他一般財源等 5,298,558

投資等合計 8,405,760

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 22,925,162

①財政調整基金 847,257

②減債基金 132,331

③歳計現金 171,007

現金預金計 1,150,595

(2) 未収金

①地方税 15,655

②その他 1,850

③回収不能見込額 △ 5,559

未収金計 11,946

流動資産合計 1,162,541

資　　産　　合　　計 28,225,894 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,225,894

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,637,113千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 7,239,181 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 4,591,157 千円 4,591,157 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 468,066 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 979,291 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 398,231 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 802,436 千円 802,436 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 8,981,711 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,007,882 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 18,444 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,955,385 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 1,742,530 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は3,600,252千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は19,108,096千円です。

583,851

項目
負債計上

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

5,336

29,756

1,546,759

152,909

0

0

398,231

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

1,586

93,083

186,827

1,066,424

0

0

貸借対照表（Balance Sheet）

(平成27年3月31日現在)

468,066

979,291

0

163,747

86,603

1,307,247

1,546,759

51,681



行政コスト計算書（Profit and Loss statement）

自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 647,771 -15.7% 25,641 66,291 134,510 66,947 61,473 17,867 210,460 64,581 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 8,241,879 200.2% △ 193,210 △ 891,659 △ 2,369,116 △ 1,307,412 △ 980,906 0 △ 2,278,322 △ 221,254 0

１ （３）賞与引当金繰入額 40,703 -1.0% 808 4,329 8,397 4,573 3,687 915 13,873 4,120 0

小　　計 △ 7,553,405 183.4% △ 166,761 △ 821,038 △ 2,226,209 △ 1,235,892 △ 915,746 18,782 △ 2,053,989 △ 152,552 0

（１）物件費 883,888 -21.5% 56,134 195,541 268,318 74,604 51,164 59,988 174,975 3,164 0

（２）維持補修費 47,803 -1.2% 32,390 4,950 7,219 163 242 0 2,617 222

（３）減価償却費 762,712 -18.5% 242,794 165,664 120,227 17,867 154,083 15,938 46,139

小　　計 1,694,403 -41.2% 331,318 366,155 395,764 92,634 205,489 75,926 223,731 3,386 0

（１）社会保障給付 420,550 -10.2% 7,000 413,550 0

（２）補助金等 606,294 -14.7% 6,574 70,017 109,916 88,036 126,472 144,896 60,030 353 0

３ （３）他会計等への支出額 575,529 -14.0% 192,546 0 375,517 7,466 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

98,938 -2.4% 11,021 0 4,550 971 78,535 3,861 0 0

小　　計 1,701,311 -41.3% 210,141 77,017 903,533 96,473 205,007 148,757 60,030 353 0

（１）支払利息 35,902 -0.9% 35,902

（２）回収不能見込計上額 4,290 -0.1% 4,290

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 40,192 -1.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 35,902 4,290 0

△ 4,117,499 374,698 △ 377,866 △ 926,912 △ 1,046,785 △ 505,250 243,465 △ 1,770,228 △ 148,813 35,902 4,290 0

（　構　成　比　率　） -9.1% 9.2% 22.5% 25.4% 12.3% -5.9% 43.0% 3.6% -0.9% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 127,326 4,739 11,799 77,053 11,628 4,173 0 13,775 0 0 0 4,159

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 18,844 0 1,047 9,119 4,091 3,142 0 1,445 0 0 0 0

146,170 4,739 12,846 86,172 15,719 7,315 0 15,220 0 0 0 4,159

ｄ／ａ -3.55% 1.3% -3.4% -9.3% -1.5% -1.4% 0.0% -0.9% 0.0% 0.0% 0.0%

△ 4,263,669 369,959 △ 390,712 △ 1,013,084 △ 1,062,504 △ 512,565 243,465 △ 1,785,448 △ 148,813 35,902 4,290 0 △ 4,159（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 ERROR!

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は300,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

486,846
48,750

△ 35,200

4,721,457
670,600

0
4,621,653

99,804

71,217

171,021

4,051

9,712

33,763

△ 736,911

0

0

20,000

0

0

103,928

195,802

0

770,674

0

450,944

△ 256,242

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

20,000

322,212

0

14,588

472,521

629,825

0

728,763

135,721

98,938

192,533

4,215,173

1,092,957

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

17,338

97,432

348,388

14,264

915,343

1,944,056

557,344

128,475

47,813

3,122,216

748,042

883,888

420,550

606,294

資金収支計算書（Cash Flow statement）
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

35,902

379,727



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 14,747,023 2,230,384 15,639,594 △ 3,122,955 0

純経常行政コスト 4,263,669 4,263,669

一般財源

地方税 922,661 922,661

地方交付税 1,944,056 1,944,056

その他行政コスト充当財源 305,257 305,257

補助金等受入 693,065 101,576 591,489

臨時損益

災害復旧事業費 △ 10 △ 10

公共資産除売却損益 3,753 3,753

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 249,248 △ 249,248

公共資産処分による財源増 0 △ 298 298 0

貸付金・出資金等への財源投入 57,051 △ 57,051

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 48,598 48,598 0

減価償却による財源増 △ 102,613 △ 660,099 762,712 0

地方債償還等に伴う財源振替 269,889 △ 269,889

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 22,879,475 2,229,347 15,506,787 5,143,341 0

純資産変動計算書（Net Worth Matrix）

自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日


